
１１１１．．．．日米株式日米株式日米株式日米株式とととと円円円円////ドルのドルのドルのドルの推移推移推移推移（（（（チャートはチャートはチャートはチャートは過去過去過去過去1111年年年年））））

2009/12/31 2010/5/31 2010/6/18

（前年末） （前月末） （前週末） 水準 日付 水準 日付
日経平均 円 10,546.44 9,768.70 9,995.02 18,297.00 2007/6/20 6,994.90 2008/10/28

NYダウ ﾄﾞﾙ 10,428.05 10,136.63 10,450.64 14,198.10 2007/10/11 6,469.95 2009/3/6

円/ﾄﾞﾙ 円 93.02 91.26 90.71 124.13 2007/6/22 84.83 2009/11/27
当社が信頼できると判断した情報に基づき当社作成

２２２２．．．．日本株市場日本株市場日本株市場日本株市場のののの振振振振りりりり返返返返りりりり

2010年6月21日

過去3年安値過去3年高値

＜＜＜＜9999日日日日をををを底底底底としたとしたとしたとした反発局面反発局面反発局面反発局面がががが持続持続持続持続、、、、日経平均日経平均日経平均日経平均はははは一時一時一時一時10101010,,,,000000000000円台円台円台円台をををを回復回復回復回復＞＞＞＞

単位

先週の振り返り

週刊 日本株レポート

＜日本株＞ ＜米国株＞ ＜円/ドル＞

先週の日本株市場は、週間ベースで日経平均が＋289.77円(＋2.99％)、TOPIXが＋18.20ポイント(＋2.10％)

と9日を底とした反発局面が持続し、日経平均は一時10,000円台を回復しました。業種別(東証33業種)にみる

と、その他製品、空運業、海運業など30業種が上昇する一方、銀行業、その他金融業、保険業の3業種のみ

が下落しました。5月以降の株式市場の下落要因となっていたＥＵ(欧州連合)加盟各国に対する財政懸念が

払拭されたわけではないものの、8日に4,400億ユーロの緊急救済基金が承認されたことを受けて、当面ギリ

シャ等財政問題を抱える国が資金不足に陥る可能性がなくなり、金融市場において慎重ながらもリスクをとる

動きがみられ始めました。こうした環境の変化を受けて、週明け14日の日本株市場は、大きく上昇して始まっ

た後、終日底堅く推移しました。その後も、これまで大きく売られたユーロの反発や海外株市場の反発なども

あり、週央にかけて堅調に推移しました。16日には、日経平均が一時10,000円台を回復する場面もみられま

した。しかし、その後週末にかけては、菅新政権が参議院選挙に向けた新しいマニフェストや新成長戦略を発

表したものの、目立った反応はみられず、利益確定売り等に押される形で若干調整する展開となりました。
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３３３３．．．．今週今週今週今週のののの主主主主なななな予定予定予定予定

日程 曜日 国・地域 前回
6月21日 Mon 日本 全産業活動指数（前月比） 4月 -0.8%
6月22日 Tue 日本 流動性供給入札
6月22日 Tue 米国 連邦公開市場委員会（FOMC）（23日まで）
6月23日 Wed 米国 新築住宅販売件数（年換算） 5月 504千件
6月24日 Thu 日本 2年利付国債入札
6月24日 Thu 日本 貿易収支 5月 +7405億円
6月24日 Thu 米国 耐久財受注 5月 2.8%
6月25日 Fri 日本 全国消費者物価指数（除生鮮）（前年比） 5月 -1.5%
6月25日 Fri 米国 国内総生産（GDP）確定値（実質 前期比年率） 1-3月期 3.0%
6月25日 Fri カナダ 主要8カ国（G8)首脳会議（26日まで　ムスコカ）

米国

当社が信頼できると判断した情報に基づき当社作成

４４４４．．．．日本株市場日本株市場日本株市場日本株市場のののの見通見通見通見通しししし

項目

今週の見通し

決算発表予定他
決算発表   （3-5月期) ：  6/22　ｼﾞｪﾌﾘｰｽﾞ､ｱﾄﾞﾋﾞ･ｼｽﾃﾑｽﾞ  6/23 ﾅｲｷ  6/24 ｵﾗｸﾙ､ﾃﾞｨｽｶﾊﾞｰ･ﾌｧｲﾅﾝｼｬ
ﾙ･ｻｰﾋﾞｼｽﾞ
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本資料は、朝日ライフ アセットマネジメント（以下、当社といいます）が、投資の参考となる情報提供を目的として作成したもので、特定の商品に対する投資勧誘を意図するものでは

ありません。本資料は当社が信頼できると判断した情報に基づき作成しておりますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。資料中に記載されたグラフ、数値等は

過去の実績であり、将来の運用成果等を保証するものではありません。また、コメントについては作成日時点での判断であり、将来予告なく変わることがあります。最終的な投資決

定はお客様ご自身の判断でなさるようにお願いいたします。
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今週の日本株市場は、このところ相場の上値を抑えてきた欧州財政問題が小康状態となっていることはプ

ラス要因ですが、中国の人民元切り上げ発表を受けた短期的な円の連れ高の可能性が嫌気され、週前半

は日経平均で10,000円を挟んでの小動きな展開を想定しています。しかし、過去の人民元切り上げ時には

円や日本株への影響は限定的であったことや、指標としてみている欧州の証券会社の先物の売りポジショ

ンが大きく積み上がっており、きっかけ次第では買い戻しが期待されることから、週後半は上値を試す展開

を予想しております。指標では、米国で23日に発表される新築住宅販売件数や24日の耐久財受注、日本で

は24日の貿易収支、会議日程では、22～23日に開催される米国のFOMCや、25～26日のＧ８などに注目し

ていますが、米国の住宅関連指標は税控除措置の終了の影響に注意が必要と考えています。
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